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１．地域年金展開事業の概要
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地域年金展開事業
年金制度の周知・理解・支援ネットワークの構築

① ポスターの貼付・チラシの配布・リーフレットの配置
② 年金制度説明会
③ 出張年金相談会
④「ねんきん月間」「年金の日」における各種取り組み
⑤「わたしと年金」エッセイ
⑥ 地域年金事業運営調整会議
⑦ 年金セミナー など

・市区役所、町村役場
・自治会
・民生委員
・教育機関
・商業施設 など

地域

・京都府・京都市教育委員会
・京都府社会保険労務士会
・全国健康保険協会京都支部
・(財)京都府社会保険協会

など

関係機関/団体

・厚生労働省年金局
・厚生労働省近畿厚生局

など

厚生労働省

地域のネットワーク

連携
協力
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地域年金展開事業のイメージ図
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地域代表
年金事務所

・関係機関との連絡
調整

・年金事務所の状況
把握

年金事務所
・事業実施主体
・代表年金事務所は管内の
年金委員活動支援を取り
まとめる。
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対 象

年金委員 地域年金
推進員

・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）

参加

事業実施



地域年金展開事業の主な取り組み
◆「公的年金制度の普及・啓発」などのため、関係機関との連携協力のもと実施。
なお、日本年金機構における重点取り組み施策である「オンラインビジネスモデルの着実な実現」として、地域年金展開事業に
おいても、引き続き取り組みを推進している。

取り組みの対象 取り組み内容

市区町村 ・ 自治会
事業所 ・ 関係機関

関係団体

〇 正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等の最新情報を地域において周知するための活動。

・ 年金制度に関するチラシ・リーフレット等の配布
・ 年金制度説明会の開催
・ 出張年金相談会の開催
・ 「ねんきん月間」 ・ 「年金の日」の取り組み
・ 「わたしと年金」エッセイの募集
・ 地域年金事業運営調整会議の開催

教育機関

〇 学生・生徒等の若い世代が、年金制度の正しい知識や手続きに触れ、公的年金制度が身近で重要
なものであることを理解いただくための活動。

・ 年金セミナーの開催（オンライン・対面・DVD提供）

年金委員

〇 年金委員（年金制度について広く国民へ周知するとともに、年金制度への理解と信頼を深めていただく
ための普及 ・ 啓発活動を行っている協力者）に対し、活動の活性化を図るための活動。

・ 連絡会 ・ 研修の開催
・ 情報提供（情報誌の発行等）
・ 委員数拡大に向けた取り組み 5



２．令和5年度事業実施中間報告
（令和5年4月～令和6年２月）
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〇市区町村 ・ 自治会 ・ 事業所 ・ 関係機関 ・ 関係団体を対象とした取り組み
計画 実績 総括及び課題

〇 年金制度に関するチラシ・
リーフレット等の配布

〇 年金制度説明会の実施

【市区町村】
・ 職員向け情報誌「かけはし」を配付。（奇数月）

【社会保険協会】
・ 広報誌「社会保険きょうと」へ記事掲載。（偶数月）

【総括】
〇令和５年度は、新型コロナウイ
ルス感染症が5類になったことか
ら、参集による算定基礎届事
務講習会を７会場において
8回開催した。京都労働局・
協会健保とも共催し、４年ぶ
りの開催であったが、直接説明
できる機会でもあり今後も実施
したい。

【課題】
〇参加人数を確保するため、説
明会とオンラインによる説明会
の併用や案内方法等について
検討する必要がある。

【20歳到達者】
・ 実施回数：計２３回 （１７０人）

【行政機関（市役所等）】
・ 実施回数：計１６回 （１３２人）
（主なテーマ）
・ 国民年金事務研修、 障害年金研修

【関係機関・関係団体等】
・ 実施回数：計２回（５１人）
（主なテーマ）
・ 年金制度全般について

【事業所】
・ 実施回数：計３５回 （１，５６６人）
（主なテーマ）
・ 算定基礎届事務講習会
・ 健康保険・厚生年金保険新規適用事業所説明会 7
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0 5 10 15 20 25 30 35 40

オンライン 対面 DVD提供

対象者（機関） 20歳到達者等（一般の方） 行政機関（市役所等） 関係機関
（協会健保・社労士会等） 事業所

実施回数 23回
（0回）

16回
（2回）

2回
（0回）

35回
（6回）

参加者数等 170人
（0人）

132人
（21人）

51人
（0人）

1,566人
（166人）

年金制度説明会の実施状況

２０歳
到達者等
（一般の方）

行政機関
（市役所等）

関係機関
（協会健保・
社労士会等）

事業所

※（ ）内はオンライン・DVD提供で開催した件数を再掲



計画 実績 総括及び課題
〇 出張年金相談会
・ 遠隔地の市町等に赴
き年金全般にかかる
相談・受付窓口を開
設

〇 府内の各市町において出張年金相談を実施した。
今年度の実績は以下のとおりです。
（内訳は下表を参照。）

・ 令和5年度：２８回実施（相談人数１８３人）

【総括】
〇 亀岡市は、令和4年度の相談人
数が少なかったため、今年度は未
実施となった。

【課題】
〇 出張相談は、地域住民の利便
性とニーズを確認しながら、自治体
との連携を図り実施の可否を含め
検討する必要がある。

事務所名 木津川市 八幡市 亀岡市 福知山市役所 峰山総合福祉センター 合計

実施回数 ４回 ４回 0回 １０回 １０回 ２８回

相談人数 ３８人 ４０人 0人 ５５人 ５０人 １８３人

9

《令和5年度内訳》



○ 「ねんきん月間」 ・ 「年金の日」の取り組み
「ねんきん月間」
日本年金機構では、厚生労働省と協力して国民の皆さまに公的年金制度に対する理解を深めていただくため、毎年１１月を
「ねんきん月間」と位置付け、公的年金制度の周知・啓発活動を展開しています。

「年金の日」
国民一人一人に『ねんきんネット』等を利用して年金記録や年金受給見込み額を確認していただき、老後の生活設計に思いを巡ら
せていただくことを目的として、厚生労働省において毎年１１月３０日（いいみらい）を「年金の日」と制定しています。

取り組み 実績 総括及び課題
【ねんきん月間の取り組み】
〇 年金委員表彰の実施

【年金の日の取り組み】
〇 『ねんきんネット』の周知活動
（資料４）

〇 P16「年金委員表彰の実施」参照

〇 イオンモール京都での『ねんきんネット』周知活動の実施

会場：イオンモール京都センターコート

日時：令和５年１１月３０日 11時～17時30分

リーフレット配付 約３５０人
個別相談対応 約７０人
『ねんきんネット』接続 ３人

【総括】
〇 今年度はスペースを提
供いただいたことで効果的
に広報ができた。

【課題】
〇 若い世代の反応が芳しく
なかったので、対策を検討
する必要がある。
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計画 実績 総括及び課題
〇「わたしと年金」エッセイの募集 〇 公的年金制度との関わりなど「わたしと年金」を

テーマにしたエッセイについて、以下のとおり関係
機関への協力依頼を行いました。

・ 京都府教育委員会・京都市教育委員会等
５カ所の関係機関・関係団体
・ 教育機関……５３３校（文書）
・ その他、セミナー開催時等、教育機関の先生に直
接依頼を行いました。

【京都府内の応募件数】

※ 学生の2人は、京都教育大附属桃山中学校の生徒です。
※ 括弧内は全国の応募件数です。

【総括】
〇 令和5年度は、2名の学生から
の応募にとどまりました。

【課題】
〇 教育機関、市区町村、関係機
関・関係団体へのアプローチへの協
力依頼時期・方法・回数を工夫し
て実施する必要がある。

一 般 学 生 計

令和5年度 1名
（80人）

2名
（1,529人）

3名
（1,609人）

令和4年度 1名
（89人）

0名
（1,919人）

1名
（2,008人）
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計画 実績 総括及び課題(案)
○ 第11回京都府地域年金
事業運営調整会議の開
催

【開催日】 令和6年２月19日（月）

【議 題】
・ 令和5年度「地域年金展開事業」事業実施中間報告
・ 令和6年度「地域年金展開事業」事業実施計画(案)

【議事要旨】
・ 地域年金展開事業の概要
地域年金展開事業の主な取り組み内容について

・ 令和5年度「地域年金展開事業」事業実施中間報告
各種事業の取り組み状況について

・ 令和6年度事業計画（案）
（１）地域連携事業
（２）年金セミナー事業
（３）地域相談事業
（４）年金委員活動支援事業
（５）地域年金事業運営調整会議

【総括】
○ 対面による年金制度説明会や
年金セミナーができるようになり、
多様なニーズに応じた取り組みが
できている。

【課題】
〇 年金受給権確保や低年金防
止のサポーターとなる年金委員の
委嘱拡大を図る必要がある。

○ 「わたしと年金」エッセイ応募件
数獲得に向け、教育機関等を中
心に協力依頼及び広報活動の
強化を図る必要がある。

12



○教育機関を対象とした取り組み
計画 実績 総括及び課題

〇 年金セミナーの開催
・ 前年度実績を上回る
年金セミナーを実施

〇 年金セミナーの開催に向け、以下の教育機関へ協力依頼を
行った。
・ 京都府教育委員会事務局など

〇 京都府の教育機関に対して、年金セミナー開催に向けた文書
案内を実施した。また、未回答の教育機関へは電話等による
フォローアップを併せて行った。実施結果は次のとおり。

・ 案内件数 ・・・ ・・・ ・・・ ５３３校
・ 開催（予定）校 ・・・ ２６校
・ 開催否 ・・・ ・・・ ・・・ ５０７校

【総括】
〇 年度当初に、京都府教育
庁、京都市教育委員会、宇
治市教育委員会を訪問し、
年金セミナーの取り組みにつ
いて協力依頼を行った。

【課題】
〇 年金セミナー実施校を確保
するために、担当する先生方
とお会いする機会を増やすとと
もに、年金制度の重要性と、
年金制度の理解を深めること
が、生徒達の将来に良い影
響を与えることを伝える等、よ
り効果的な案内方法を検討
する必要がある。

実施実績 大学・短大 高等学校 中学校 その他 計

令
和
5
年
度

セミナー 0校
（0校）

7校
（3校）

0校
（0校）

6校
（3校）

13校
（6校）

対象者 0名 646人 0名 190人 836人

令
和
4
年
度

セミナー 1校
（1校）

16校
（5校）

2校
（1校）

22校
（3校）

41校
（10校）

対象者 9人 1,258人 243人 710人 2,220人

13※（ ）内はオンライン・DVD提供で開催した校数を再掲
※令和5年度は、令和6年1月までの実績
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実施回数 大学・短大 高等学校 中学校 その他
（専門学校等） 計

令和5年度
（R5.4～R6.1月)

0校
（0校）

7校
（3校）

0校
（0校）

6校
（3校）

13校
（6校）

令和4年度
(R4.4～R5.3月)

1校
（1校）

16校
（5校）

2校
（1校）

22校
（3校）

41校
（10校）

年金セミナーの実施状況

19

3

1

11

4

3

3

1

5

3

1

0 5 10 15 20 25

令和4年度

令和5年度

令和4年度

令和5年度

令和4年度

令和5年度

令和4年度

令和5年度

オンライン 対面 DVD提供

大学・短大

高等学校

中学校

※（ ）内はオンライン・DVD提供で開催した件数を再掲

その他



○年金委員を対象とした取り組み
計画 実績 総括及び課題

〇 意見交換会及び研修等の
実施

〇 情報提供

〇 委嘱数拡大に向けた取り組み

〇 京都府連絡会及び地区連絡会における意見交換
会を実施した。

〇 機構本部による全国年金委員研修が開催された。
研修内容は次のとおり。
・ iDeCo（個人型確定拠出年金）
・ 子育て支援のための制度
・ オンラインサービスの推進
・ 国民年金制度関係 など

〇 日本年金機構HP掲載の「年金委員通信」
・ 情報発信の入り口を年金委員が設置されている
事業所と、設置を検討されている事業所に分ける
等、掲載記事の構成を変えた。

・ 掲載している研修資料の拡充を図った。
〇 年金委員（職域型・地域型）向け情報誌「ねん
きんNEWS」を四半期ごとに発行した。（資料６）

〇 令和5年度においては、令和6年10月からの短時
間労働者にかかる健康保険・厚生年金保険の適
用拡大に向け 、制度改正の対象となる被保険者
数50人以上事業所を中心に勧奨を実施した。

【総括】
〇 オンラインを活用して連絡会や

意見交換会が開催できた。
〇 また、分かり易い資料の拡充や

情報誌の発行など情報提供で
きた。

〇 令和5年度全国年金委員研
修オンデマンド配信の実施

（資料５）

【課題】
〇 制度改正が予定されている中、
年金委員委嘱数の更なる拡大
に向けた取り組みが必要である。

〇 オンラインでの実施については、
インターネット環境が整っていない
委員もおられるので、実施方法
等については引き続き検討が必
要である。

15



計画 実績 総括及び課題
〇年金委員表彰の実施 【開 催 日】 令和5年11月22日（水）

【開催場所】 龍谷大学響都ホール校友会館

【表彰内容】 年金委員功労者表彰式
（京都府社会保険協会と共催）

【表彰内訳】 厚生労働大臣表彰 1名
日本年金機構理事長表彰 1名
日本年金機構理事表彰 7名

【総括】
〇 ねんきん月間に厚生労働省や
日本年金機構本部とともに、京
都府社会保険協会と共催の上、
開催した。
併せて、京都産業保健総合支援
センターのメンタルヘルス対策促進
員を招き、メンタルヘルスに関する
研修会を開催した。

【課題】
〇コロナ禍以降、全国健康保険協
会京都支部との共同開催が出来
ていない。

16
※写真の掲載については、ご本人の了承をいただいています。



３．令和6年度取り組み方針（案）
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■取り組み方針

各事業においては、オンラインも活用した活動を継続実施する。

○ 「年金セミナー・年金制度説明会」等の着実な事業展開

○ 年金委員（職域型・地域型）の委嘱数拡大及び地域型委員活動の活性化

○ 関係機関（団体）との協力・連携体制の継続

○ 府内一体となった、効果的かつ効率的な事業推進体制の維持

○ 年金事務所ごとの地域性や特性にあった事業展開

18



４．令和6年度事業計画（案）

19



正しい年金制度の知識や手続、制度改正等の最新情報を地域において周知することは、地域年金展開事業の重要な取り組みである。
そのため、市区町村・自治会・事業所・関係機関・関係団体に対し、あるいは、これらの機関と連携して、地域に根付いた情報提供活
動や年金制度説明会等を実施する。また、動画説明の要望があった場合は、DVDの提供も行う。

地域住民の身近な窓口である市役所等を中心に、関係機関・関係団体の窓口にポスターやリーフレットを設置する。

事業所等に対して、社会保険関係届の記載・提出方法や制度改正内容等について説明を行う。

年金事務所が主体となり遠隔地の市区町村や住民の要望に応じて、年金相談・受付窓口を開設する。

厚生労働省と協力して国民の皆さまに公的年金制度に対する理解を深めていただくため、毎年１１月を「ねんきん月間」と位置付け、公的年金制度
周知・啓発活動を展開する。

年金制度の意義や公的年金制度と国民の結び付きなどについて考えていただくため、自身や家族等の身近な方と公的年金制度との関わりについて、
エッセイを募集する。

地域年金展開事業を効果的に推進すること等を目的に設置。有識者や関係機関等から構成され、事業実績や取り組み方針などを報告し、効果的
かつ効率的な事業運営のための意見を聴取する。
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〇市区町村・自治会・事業所・関係機関・関係団体を対象とした取り組み

１．チラシ・ポスター等の配布

２．年金制度説明会

３．出張年金相談会

６．地域年金事業運営調整会議

４．「ねんきん月間」「年金の日」の取り組み

５．「わたしと年金」エッセイの募集



〇教育機関を対象とした取り組み
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学生・生徒等の若い世代が、年金制度の正しい知識や手続きに触れ、公的年金制度が身近で重要なものであることを
理解いただくことは地域年金展開事業の核となる取り組みであるため、各種教育機関の協力をいただきながら年金セミナ
ーを実施する。また、動画説明の要望があった場合は、DVDの提供も行う。

１．年金セミナー
（１）各年金事務所は前年度実績を上回る年金セミナーの実施に努める。
（２）既年金セミナー開催校は、継続実施に努める。
（３）先生方のご意見等をもとに、適宜教材を改訂する。
（４）京都府教育委員会、京都市教育委員会をはじめとした教育委員会、京都府校長会及び京都市校長会へ協力を依頼す

る。
（５）年金事務所の管轄にとらわれず、府内で協力し安定的な運営を行う。

２．大学や専門学校の窓口へのリーフレット等の設置
学生の身近な窓口である大学や専門学校の窓口にポスターやリーフレットを設置する。



年金委員は、職場・地域内外における公的年金制度の周知・啓発という重要な役割を担っていることから、委員活動
の一層の活性化を図るとともに、委員活動が充実し円滑に行えるよう以下の取り組みを行う。
１．積極的な情報提供
（１） 啓発資料（「アニュアルレポート」「退職後の年金手続きガイド」等）を送付する。
（２）「年金委員活動の手引き」を送付する。
（３）「年金委員向け情報誌（ねんきんNEWS）」を四半期ごとに送付する。
（４）日本年金機構ホームページ（年金委員通信ページ）のコンテンツの充実化。

２．委嘱数拡大に向けた取り組み
（１） 職域型

年金委員未設置事業所へ推薦依頼文書を送付し、勧奨する。
（２） 地域型

① 関係団体へ積極的に推薦依頼する。
② 職域型年金委員を辞退される方に地域型年金委員の委嘱を案内する。

３．地域型年金委員連絡会・地区連絡会の開催
地域型年金委員連絡会・地区連絡会の定期開催により、積極的な意見交換を行う。

４．年金委員表彰
１１月の「ねんきん月間」に年金委員活動功労者への表彰式を実施する。
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〇年金委員を対象とした取り組み


